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Industrial Activities and Borders:




































































































































































































































































































































プレーヤー、Google, Amazon, Facebook および Apple の頭文字である。
Apple を除く 3社は高付加価値情報の無償利用モデルによりたちまち膨大
な利用者を獲得し、同時に獲得したビックデータを広告やコンサルティン
グなどで活用し課金する。人工知能に代表される情報技術のみならず各国
の商慣習マネジメントや法務にもすぐれ、国境にたいする対応力も万全で
ある。一方、市場となる国家側は、プラットフォーマーへの対応を迫られ
ている。国家の治安にかかわる情報や取引の取締りと情報融通、国内既存
産業の保護対策から納税に至るまで、プラットフォーマーがもつ独占的な
影響力を警戒し事業活動を牽制、制限あるいは排除をする国や地域連合も
あらわれている。人口にふさわしい世界最大規模の国内消費市場を誇りは
じめた中国では自国市場でのGAFA の活動を制限し、その代替的役割を、
中国で創業し競合力をそなえたプラットフォーマー群が担っている。
GAFAは世界の企業生態系をもくつがえす代表的な存在ともいえるが、こ
の４社がそのままの業態で生き残るということではなく、買収・提携と
いった合従連衡も繰り返し、業態も自ら変容させながらますます特別かつ
巨大な存在になってゆくことが予想できる。
5.　おわりに
国境の視点から国家と産業活動者の関係を論じた。ヒト・モノ・カネ・
情報の出入りを無制限に歓迎する国家は見当たらず、国境のフィルター機
能はこれからも続くと考えられるが、劇的な変容を迫られる可能性も大い
にある。この現象を前にして、都市化を果たした国・地域に生きるわれわ
れが考えたい課題がふたつある。ひとつめは、国境の存在が、人々の生活
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の質の、域間格差にも域内格差にも深く影響していることにどう改善を加
えるかだ。それでいて、国境外の対象者へその問題解決をはかる試みは、
内政干渉ないし固有文化の破壊行為としてしばしば歓迎されないのであ
り、ことは簡単ではない。ふたつめの課題として、国家と産業活動者との
あいだの利害が完全に一致した場合、天然資源の過剰採取と環境負荷とな
る排出にかえって歯止めがかからなくなることを挙げる。利害一致のジレ
ンマである。そして悩ましいのは、これらの課題を解決する立場にあるわ
れわれ個々人はすでに発達した産業化社会の一員として恩恵をうけなが
ら、同時に悪意なく課題の加担者となっている点である。地球の裏側にい
たる物資や人とわれわれ都市生活者をむすぶ手段を、先史や中近世では、
いや、つい十数年までではとてもかなわないほどの低負担の支出と労力
で、日々手に入れている。このシステマチックな環境に身を置く限り、国
家と企業双方のステークホルダーとして相互作用の一端を担いつづけるの
である。不便・不満・不安を敢えて選択するようには、われわれはなかな
か鍛えられていない。
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